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1 .はじめに

本稿の目的は，取引費用理論による提携の説明可能性について考察することである。具体的には，

①提携に関する諸理論と取引費用理論との比較，②取引費用理論のフレームワークと，そのフレーム

ワークのなかでの提携の位置づけ，③提携を説明するために必要な発展的解釈，④取引費用理論にも

とづく，提携の評価に関する視点、，⑤取引費用理論による提携の説明に関する限界，といった点につ

いて考察が進められる。

本稿の構成はつぎのとおりである。第2節では，先行研究を概観することで提携に関する諸理論を

整理し，資源ベース理論と取引費用理論が提携を説明する有力な理論として検討されていることを示

す。さらに，諸理論のなかでも資源ベース理論についてまとめることで，本稿で取引費用理論を検討

する重要性をより明確にする。第3節では，取引費用理論のフレームワークについて， Williamsonの

研究を中心に整理，検討する。第4節では，取引費用理論を応用することで提携を説明してきた先行

研究について検討し，それらの問題点をふまえたうえで，発展的な解釈を試みる。第5節では，前節

までで検討・解釈された取引費用理論からみた提携の説明をもとに，提携の成果をどのように評価す

べきかについて考察する。最後に，本稿をまとめ，取引費用理論が説明しうる提携の限界についてあ

きらかにする。

2.提携に関する諸理論の比較

2.1. 提携に関する諸理論

「企業はなぜ提携をおこなうのか」ということについては，経営学を中心にさまざまな理論による説

明が試みられている。当然，提携にはさまざまな形態や内容が存在する。したがって，提携の捉え方

の違いによって多くの理論が提示され，説明が試みられることもまた当然のことといえる。しかしな

がら現時点で「提携理論」として確立された理論はない。先行研究においても，理論・実証両面か
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らそれぞれの理論に関する比較・検討がおこなわれている。

提携を説明する理論の分類方法は，先行研究によって異なる。石井（2003）は，提携を説明する理

論を大きく①取引コスト理論，②戦略行動論，③組織間学習論に分類し，それぞれの理論について批

判的に検討を加えている。

Chen and Chen (2003）は，提携を説明する理論として①資源べ←ス理論と②取引費用理論を取り

上げ，台湾企業を対象とした実証分析により両理論が説明可能な提携について分析をおこなっている。

Hoffmann and Schlosser (2001）は，①取引費用理論，②資源ベース理論，③知識ベース理論とい

う分類により，中小企業を対象にしたアンケート調査にもとづき，マネジメントについて分析をおこ

なっている。

安田（2006）は，前述のChenand Chen (2003), Hoffmann and Schlosser (2001）を含むいくつ

かの先行研究をサーベイしながら，①資源ベース理論と②取引コスト理論の 2つの理論について検討

している。

Ramanathan, Seth, and Thomas (1997）は，提携のなかでもジョイント・ベンチャーを中心に考

察をおこなっている。 Ramanathan,Seth, and Thomas (1997）は，①取引費用理論，②所有権理論，

③エージェンシー理論，④プロスペクト理論，を取り上げ，なぜ企業は完全に事業を所有するのでは

なくジョイント・ベンチャーを形成するのかに関して，それぞれの理論が主張する点についての比較

をおこなっている。

山倉（1993）は，提携を含むより広い組織間関係について研究をおこなっている。このなかで，組

織間関係を説明する理論として①資源依存理論，②組織セット理論，③共同戦略理論，④制度化理論，

⑤取引コスト理論を取り上げ，それぞれについて考察している九そのなかでも山倉（1993）は，資源

依存理論を中心に考察をおこなっている。

松行・松行（2002）は，理論的に明確には分類していないものの，提携の有効性として①外部資源

の利用による自社能力の拡張，②組織間学習による企業変革能力の習得，③取引コストの引き下げ，

の3点について言及している。

以上のように，それぞれの研究ごとに，さまざまな分類から提携を説明する諸理論が検討されてい

る。そのなかでも，多くの研究が提携を説明する理論として検討しているのが，資源ベース（資源依

存）理論と取引費用（取引コスト）理論である。とくに，経営学を基盤とした理論として，資源ベー

ス理論は有力な理論である。そこで，以下では，まず資源ベース理論について整理する。

2.2. 有力な理論としての資源ベース理論と取引費用理論

組織内部に注目した資源ベース理論

資源ベース理論は，分析の中心を企業の内部環境におく。そして，企業の内部環境をみることによ

り，その企業の競争優位性を見出すことができるとする理論である。資源ベース理論は，それまで主

1）山倉（1993）では，「ものの考え方jという点を強調するために，「理論jではなく「パースペクティブjという用語

を用いている。ここでは，他の研究と比較する観点から「理論Jという用語を用いた。
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流であった， Porter(1980）をはじめとした分析の中心を企業の外部環境におく理論に対応するなか

で，発展してきた理論である（Wemerfelt1984，高井2001）。

資源ベース理論が発展する以前，企業の競争優位性は，企業の外部環境（産業特性）によって影響

を受けるという考え方が主流であった。しかし， Schhmalensee(1985), Rumelt (1991), McGahan 

and Porter (1997）による実証研究では，企業の収益性を決定する要因として，外部環境（産業特性）

は7%から20%にすぎないということが示された。このような研究結果を背景として，企業の競争優

位性を分析するには，企業の外部要因だけではなく，内部要因にも目を向けなければならないという

考え方が重視されている。そこで，分析の中心を企業内部におく資源ベース理論が注目されるように

なった。

資源ベース理論の前提

資源ベース理論は，分析の中心を企業の内部環境におく理論であると前述した。これは，具体的に

は，資源ベース理論は，企業はそれぞれ独自の資源の組み合わせを所有しておりそれぞれの企業は根

本的に異なるということを前提として，企業の競争優位性を見出していこうと構築された理論である

ということである（Collisand Montgomery1998）。

また，資源ペース理論は， Porter(1980）などの企業の外部環境を重視した理論に対応する形で注

目された理論であると述べた。しかし，山倉（1993）によれば，資源ベース理論の基礎はPfefferand 

Salancik (1978）によって70年代に確立されている。 Pfefferand Salancik (1978）は，企業（組織） 2) 

をつぎのように捉えている。

「組織は，生存するために資源を必要とする。一般的に，資源を獲得するということは，組織は獲得

したい資源を支配している他の組織と互いに影響しあわなければならない。その意味において，組織

は自身の環境に依存している。組織は自身が必要とする資源を支配できないために，それらの資源の

獲得は達成しがたく不確実である場合がある。それらの資源を支配している他の組織は，とくにそれ

らの資源が乏しいときには，信頼できないかもしれない。組織は必要な資源に関して他の組織と取引

をおこない，そして，組織を超えたカによって，他の組織に供給する資源を超えた支配をおこなう。

組織の生存は，部分的には環境の偶然性に対処する能力一必要な資源を継続的に獲得するための交換

の交渉が多くの組織行動の焦点であるーによって説明される。（p.258，筆者訳出）J

このPfefferand Salancik (1978）による企業の捉え方では，企業内部にはそれぞれ異なった資源

が「所与として」存在していることが前提とされている。さらに，企業が生存し続けるためには，自

身がすでに有している資源のみでは十分ではなく，他の企業が有している資源が必要であることも前

提となっている。

この前提にもとづくと，他者の資源を獲得するためには，企業は，自身が必要とする資源を有して

いる企業と取引をおこなわなければならない。このとき，取引の際の交渉能力によって，取引の相手

に支配力を持たれてしまう場合や，あるいは，取引の相手に対して支配力を持つ場合がある。 Pfeffer

2 ) Pfeffer and Salancik (1978）では，企業という単位ではなく，組織というより広い単位で考察をおこなっている。
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and Salancik (1978）は，この支配力が生存に関わると捉えている。

Pfeffer and Salancik (1978）の説明からわかるように，資源ベース理論は，企業はそれぞれ異なっ

た資源を本来的に有しているという前提に立っており，企業を均一なものとして捉えていなしユ。この

意味で，資源ベース理論は経営学的アプローチによって構築された理論である，ということができる。

なぜなら，（新古典派）経済学的アプローチでは，経営学的アプローチと異なり，企業を「さまざまな

生産要素を使用して財貨・サービスを生産し販売して，利潤を獲得することを目的とする人的組織（今

井ほか1971,p.97）」として抽象的・均一的に捉えているからである。新古典派経済学では資源ベース

理論と対照的に，それぞれの企業が誕生したときにどのような資源を有していたかということについ

て，深く立ち入って考察しない。

また，他の企業が有している資源を獲得するため取引をおこなうことについて言及する際に，その

取引を，自身と，獲得したい資源を有している「特定の」企業とのあいだの「 1対 1の交渉」として

捉えている点も，資源ベース理論が，経営学的アプローチをとっていることを明確に示しているとい

える。なぜなら新古典派経済学では，「一つの産業で生産される財が，需要者たちに販売される場（今

井ほか1971,p.166）」である市場で，財の同質性・多数の売り手と買い手・情報の完全性・自由な参入

と退出といった条件の下で成立する完全競争がおこなわれることが理論の出発点となっているからで

ある。この点においても，資源ベース理論の前提は経済学的な前提とは大きく異なっている。

日本における研究動向と資源ベース理論

この経営学的アプローチによる資源ベース理論は，近年のわが国における組織論におおきく反映さ

れている。近年の日本における組織に関わる課題，具体的には「選択と集中jとして表現される事業

再編や，競争力強化，成長戦略といった課題に関する多くの研究が，企業自身が有する「資源jに注

目している。

加護野（2004）は，それぞれの企業が有するコア事業の重要性を示している。加護野（2004）は，

コア事業を有している多角化企業は高い経営成果をあげているとし，このことから，ただの事業整理

としての「選択と集中」は効果的でなく，企業の命運を握り，市場において強固な競争力を持つコア

事業に資源を集中し，育成することが必要であるとしている。

上野（2004），菊谷・粛藤（2006）は，企業が抱える複数の事業について，それぞれの事業の重要性

に注目することで，企業の事業集中・多角化の動向を実証的に分析している。上野（2004）は，近年3)

の日本企業は事業の集中化と多角化の二極化の動きがあることをあきらかにしている。ただし，多角

化の動きは既存主力事業を維持しながらの多角化であり，また多角化の方向も関連型の多角化が主流

であることを示している。菊谷・驚藤（2006）は，近年4｝の企業行動において，本業と関連性が低い事

業からの撤退と，本業と関連性が高い事業への進出が同時に進行しているということをあきらかにし

ている。

3）ただし，上野（2004）は2000年におこなった調査結果にもとづいて分析している。

4）ただし，菊谷・粛藤（2006）は1995年から1999年， 1999年から2003年までのデータを用いて，それぞれ比較，分析し

ている。
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これらの研究は，コア事業，主力事業，本業という，企業が有する「資源」を分析の基準に置き，

企業の事業再編を分析している。これらの研究からは，近年のわが国における事業再編の研究は，資

源ベース理論と関連が深いことがうかがえる。

資源ベース理論からみた提携

前項でみた研究の分析対象は，「自社の事業をどう構成するかjという事業再編であった。そして，

事業再編に関する研究においては資源ベース理論の視点、が反映されていることが示された。一方で，

提携は，財・サービス5）を取引する具体的方法であり，事業再編の下位に位置する対象（概念・単位）

である。そこで，本項では，提携が資源ベース理論によってどのように捉えられているのかを，資源

ベース理論にもとづき提携について詳細に検討しているDasand Teng (2000）をもとにみる。

Das and Teng (2000）は，提携を分類することで，提携が指向される状況について詳細に考察をお

こなっている。ここでDasand Teng (2000）は，資源ベース理論にもとづき，資源を基準に提携を分

類している。具体的には，提携を①企業の有している資源の特徴，②相手企業の有している資源の形

式，③相手の資源との関係における位置づけ，の点から分類している。

はじめに，①企業の有している資源の特徴についてみる。 Dasand Teng (2000）は，企業が有する

資源の重要な性質として不完全な移動性，不完全な模倣性，不完全な代替可能性の 3点、を挙げている。

そして，これらの性質が顕著になるほど，提携が指向されるとしている。

つぎに，②相手企業の有している資源の形式についてみる。 Dasand Teng (2000）は，資源を所有

権が法的に明確で、あるもの（所有権ベースの資源）と，ノウハウや熟練などの無形のもの（知識ベー

スの資源）の 2種類に分類している。そして，この分類にもとづき，自身にとって重要な資源と相手

にとって重要な資源がそれぞれ所有権ベースの資源か知識ベースのどちらの資源か，という点、に注目

する。つまり，資源の 2分類と 2主体による 4パターンの状況を想定し，それぞれのパターンに適し

た提携の形態を考察している。

Das and Teng (2000）によれば，自身にとって重要な（獲得したい）資源が所有権ベースの資源で，

かつ，相手にとって重要な資源が知識ベースの資源であるときには，相手企業はジョイントベンチャー

設立による提携を指向する。逆の場合，つまり自身にとって重要な資源が知識ベースの資源で，相手

にとって重要な資源が所有権ベースの資源であるときには，ジョイントベンチャーではなく，相手企

業は少数の（子会社化に至らない程度の）資本提携を指向する。また，両者にとって重要な資源が知

識ベースの資源であるときには双務的契約（共同生産，共同配送）による提携を指向し，両者にとっ

て重要な資源が所有権ベースの資源であるときには一方による契約（ライセンス供与，下請けなど）

をf旨向するとしている。

つぎに，③相手の資源との関係における位置づけについてみる。ここでは，資源を，自身の資源と

相手の資源の類似性と資源の利用度の 2つの点から分類している。そして，類似性（類似的or異質的）

と利用度（完全or不完全）からみた 4パターンによって考察している。具体的には，自身の資源と相

5）あるいは，前項の文脈で言えば「事業全体」の取引も考えられる。
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手の資源が類似的で資源が完全に利用されている場合（これを補遺（supplementary）と呼んでいる），

自身の資源と相手の資源が異質的で資源が完全に利用されている場合（これを相補（complementary)

と呼んでいる），自身の資源と相手の資源が類似的で資源が完全には利用されていない場合（これを過

剰（surplus）と呼んでいる），自身の資源と相手の資源が異質的で資源が完全には利用されていない場

合（これを浪費（wasteful)と呼んでいる）の， 4パターンである。そして，相手の資源との関係が補

遺，相補，過剰のパターンである場合は提携の効果は明確であるが，浪費のパターンである場合は提

携の効果は否定的なものとなるとしている。

以上， Dasand Teng (2000）の研究について整理したが， Dasand Teng (2000）において注目す

べき点は，企業の生存にとっては他者が有している資源が決定的に必要であるという点である。これ

は，まさにPfefferand Salancik (1978）が確立した資源ベース理論の前提に立った認識である。さ

らに，他の企業が有している資源と自社の資源との関係性が重視され，この関係性が提携の形成につ

ながっているという点も重要である。

3.取引費用理論の整理・検討

3.1. 取引費用理論の前提

経済学的アフ。口一チとしての取引費用理論

前節では，提携を説明する有力な理論のひとつとして資源ベース理論を整理した。さらに，資源ベー

ス理論からみた提携の捉え方についても検討した。これをふまえ，本節では，本稿の中心的な対象で

ある，取引費用理論について整理・検討する。取引費用理論の整理・検討をおこなうにあたり，取引

費用理論が資源ベース理論といかに対照的な理論であるかを明確にし，取引費用理論について整理・

検討することの重要性を示す。

取引費用理論を資源ベース理論と比較した場合，両理論の相違点は大きく 2点ある。

はじめに，資源ベース理論が経営学的アプローチを基盤として構築されてきた理論であるのに対し

て，取引費用理論は経済学的アプローチを基盤にして構築されてきた理論であるという点で，両理論

は大きく異なる。前述のように，経営学と経済学では，企業の基本的な捉え方が根本的に異なる。取

引費用理論は，理論構築の出発点としては，企業を，生産要素を使用して財貨・サービスを生産する

主体として捉えている。そして，この企業の捉え方を発展させることにより，組織の存在理由をあき

らかにする。

つぎに，資源ベース理論が企業の有する「資源jを分析単位として構築されているのに対し，取引

費用理論は「取引Jを分析単位として構築されている点においても，両理論は異なる。ただし，この

分析単位の違いは，企業の捉え方が異なっていることによる必然的な帰結である。なぜなら，資源ベー

ス理論によると企業は本来的に異なった資源を有している存在である一方で，取引費用理論の企業観

は経済学的な企業観であり，企業が本来的に異なる資源を有しているとは捉えていないと考えられる

からである。
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前節でみたように，企業が「自社の事業をどう構成するか」ということを考えるうえでは，自社が

有する資源が決定的に重要である。この意味で，事業再編の研究において，組織内部に注目する資源

ベース理論が反映されていることは妥当である。

しかしながら，提携は事業再編の一手段である。つまり，提携は財・サービスを取引する具体的方

法であり，提携について考察する際には，資源に加え「取ヲ［Jという要素が重要となる。これは，前

節における資源ベース理論にもとづいた提携に関する研究において，資源の内容だけでなく自身と相

手の資源の関係性が検討されていたことからもわかる。この関係性についての検討は，まさに取引に

ついて注目した検討である。このように，提携が資源に加え取引が重要な要素となることを考えると，

取引を分析単位とした取引費用理論による考察が，提携の理論的考察に関して新たなインプリケー

ションを与える可能性は十分に考えられる。

一方で，取引費用理論は，経済学的なアプローチであることから，提携をはじめとした経営学の対

象に適用することに関して資源ベース理論のように十分に研究に反映されているとはいえない。そこ

で，以下では，取引費用理論の基本的な考え方をふまえたうえで，取引費用理論で提携を説明するこ

とを試みている先行研究を批判的に検討する。さらに，先行研究の知見を発展させることで，さらに

詳細に提携を説明することを試みる。

取引費用理論の端緒

取引費用理論は， Coaseによって概念が提起され，その後Williamsonを中心として理論化が進めら

れた，新古典派経済学の応用に位置づけられる経済学的アプローチによる理論である。 Coase(1937) 

は，なぜ企業は存在するのかという根本的な問題意識から出発し，新たな費用概念を提起した。それ

は，価格メカニズム，すなわち市場を利用するためには価格を見つけ出す費用や交渉や契約の費用が

かかるという費用概念である。そして， Coase(1937）は，これらの費用を企業という組織を形成する

ことで節約するという考え方から，企業の存在理由を説明した。

Coaseの研究を受げて， Williamson(1975）は，この市場を利用するための費用を「取引費用」と

して精激化した。取引費用理論は，企業が費用を最小化することを考えるとき，新古典派経済学が考

える財の生産費用だけではなく，市場を利用する費用である取引費用を考える必要があることを示し

た。

新古典派経済学的仮定

ところで，ここまで取引費用理論は経済学的アプローチによる理論であると述べてきた。ここで経

済学的アプローチというのは，具体的には，「経済人Jを想定した新古典派経済学の考え方のことを指

している。つまり，取引費用理論は新古典派経済学の考え方を基盤とした理論といえる。しかし，注

意しなげればならない点は，取引費用理論は新古典派経済学の想定（理論構築のために設けられる仮

定）をそのまま踏襲しているということではないという点である。取引費用理論は，新古典派経済学

が想定する「経済人Jの仮定を置き換えることで， Williamson(1975）が示した「取引費用」という

新たな概念を提起し，理論展開をおこなったのである（井上1994）。したがって，取引費用理論につい
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て検討するにあたっては，新古典派経済学との相違点、について認識しておくことが重要で、ある。そこ

で，ここでは取引費用理論が新古典派経済学の仮定をどのように置き換えたのかをみる。

はじめに，新古典派経済学が想定する「経済人」ついて整理する。 Simonand March (1958）は，

経済人は「高度に特定化され，明確に定義された環境の中で，「最適のJ選択を行なう（邦訳p.208)J 

とし，その特徴としてつぎの 4点を挙げている九

1点目は，経済人は意思決定状況において代替的選択肢の全ての集合を所与のものとして認識して

いる，という点である。つまり，選択肢の集合を獲得した方法等については何も考えられていない，

ということである。

2点目は，経済人は代替的選択肢のそれぞれについて，選択の結果の集合を認識している，という

点である。ここで， Simonand March (1958）は既存の理論を 3つの理論に分類している。 1つ目は

確実性の理論であり，選択の結果について完全な知識を持っていると仮定する理論である。 2つ目は

リスクの理論であり，選択の結果についての確率分布の知識を持っていると仮定する理論である。 3

つ目は不確実性の理論であり，選択の結果が起こりうる全ての結果7）の部分集合であることは認識し

ているが，それぞれの結果に確率を付与できないと仮定する理論である。このように，選択の結果に

ついての認識については種々の仮定があるものの，選択の結果の集合については認識しているという

点が重要な点である。

3点目は，経済人は選択の結果を順位づける「効用関数」，「選好序列」を有している，という点で

ある。これは，経済人の，自身についての認識についての想定である。

4点目は，経済人は選択の結果に関して最も好ましい集合が得られる選択肢を選択するという点で

ある。これは， 2点目， 3点目の想定から導き出される想定である。 2点目については 3つの理論に

分類されていることから，それぞれの理論により選択の様子が異なる。確実性の理論に従えば，明確

な選択がおこなわれる。リスクの理論に従えば，選択の結果の好ましさ（効用）を結果の発生確率で

加重平均した期待値によって選択がおこなわれることになる。ただし，不確実性の理論に従えば，

Simon and March (1958）は合理性の定義に問題があるとしている8）。

以上のように，新古典派経済学が想定する経済人は，知識・合理性に関して「完全な」人間像を想

定している。これに対して，取引費用理論はこの経済人の仮定を置き換えることから理論を構築する。

限定された合理性

取引費用理論の出発点はCoase(1937）であるが，取引費用理論を精織化し，「理論Jとして発展さ

せたのはWilliamson(1975）であると述べた。 Williamson(1975）は，取引費用理論を精微化させる

うえで，経済人の仮定を置き換えた。具体的には，「限定された合理性Jと「機会主義」の 2つの仮定

を，自身の理論構築に導入した。

6）井上（1994）においても，経済人の説明についてSimonand March (1958）が依拠されている。

7）この，起こりうる全ての結果の内容については認識しているというのが「経済人Jの前提である。

8）不確実性の理論に従う場合の選択方法のひとつとして， Simonand March (1958）はミニマックス・リスク（それ

ぞれの選択結果の集合のなかで，最悪のものを基準とする考え方）を提案している。
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Williamson (1975）は，経済人の合理性の仮定に関して，現実には人間は「限定された合理性」し

か有していないとした。この「限定された合理性」という概念は， Simonの研究をもとに導き出された

概念である。

Simon (1975）は，人間の実際の行動には，経済人の仮定には示されない多くの要素を含んでいると

い具体的に 3点を挙げている。

1点目は，知識の不完全性である。実際の人聞は，自身の行為を取り巻く状態について部分的な知

識しか持っておらず，その部分的な知識から将来の結果を導き出すための洞察についても十分ではな

いとしている。

2点目は，予測の困難性である。実際の人間は，瞬間的には選択のすべての結果を完全に捉えるこ

とができない。このため，それらの結果の評価を不完全にしか捉えることができないとしている。

3点目は，行動可能性の範囲に関する制約である。実際の人間は，さまざまな選択肢を選択した場

合に起こるすべての代替的行動のなかで，一部の行動のみしか可能性を見出すことができないとして

いる。

Simonの研究をもとにして， Williamson(1975）は，合理的であろうと意図されてはいるが，限ら

れた程度でしか合理的ではありえないという「限定された合理性Jを理論構築の基盤とした。 William司

son (1975）は，この「限定された合理性」が市場プロセスのモデルに明示的に導入されている研究は

少なく，経済組織の研究において考慮されることはさらに少ないとしている。

機会主義

Williamson (1975）は，限定された合理性に加え，機会主義という仮定を導入した。機会主義とは，

新古典派経済学における利己的個人の仮定を，戦略的行動を含める範囲まで広げたものである。

Williamson (1975）は，この機会主義の仮定をSchelling(1960), Goffman (1969）などの研究を

もとに導き出している。 Schelling(1960）は，自身の研究をコンフリクトの戦略と位置づけている。

Schelling (1960）は，コンフリクトという状態を，例外的な状況としてではなく常に存在するものと

して認め，さらに，コンフリクトにおける当事者たちが相手に勝つために理性的，意識的，そして狭

滑に行動することを前提に分析を進めている。また， Goffman(1969）は，自身の研究を戦略的相互

作用と位置づけ，ゲーム理論をもとに自身と他者との相互的な影響を研究している。この研究のなか

でのひとつの重要な要素として，他者の，自身に対する言明の「信頼性」を挙げており，他者の言明

が信用に足らない可能性について考慮しなければならないことを分析している。

Schelling (1960）やGoffman(1969）の研究では，人間は相手に対して「佼滑に」行動し，「信頼で

きない」言明をおこなう可能性があることを仮定している。 Schelling(1960）やGoffman(1969）の

仮定から， Williamson(1975）は，人間（経済主体）は，選択的，歪曲的な情報を開示する可能性が

あり，さらに，将来の行動に関する契約に関してこれを破棄する可能性があるとした。

Williamson (1975）の仮定する機会主義は，伝統的経済学が仮定する利己的個人とは異なる。伝統

的経済学が仮定する利己的個人とは，「単に自らの利益のためにずるく利己的に行動するというもので

はなく，各個人の自利心行動の背後には誰がみても納得のゆく第三者の立場になって考えた上での同



-46- 経済論 究第 131 号

感をふまえた上での社会的客観的に是認できる行為（井上1994,pp.21 22）」をおこなう個人である。

機会主義の仮定は，より佼滑に自己の利益を求めて行動することを意味する。

ただし，注意しなければならない点は，この機会主義の仮定はすべての人聞が機会主義的行動を必

ずとることを仮定してはいない点である（Doumaand Schreuder2002）。人間のなかには機会主義的

行動をとる可能性があるものが存在し，その人聞を，機会主義的行動をとらない人間と区別して認識

することが困難であるということである。

3.2. Williamsonによる基本的なフレームワーク

Organizational Failures Framework 

以上では， Williamson(1975）が，限定された合理性と機会主義という人聞に関する新たな仮定を

導入したことを示した。 Williamson(1975）は，これらの仮定が特定の環境要因と結びつくときに市

場での取引に費用がかかる，つまり，取引費用がかかるとし，組織が存在する理由を説明する枠組み

を「OrganizationalFailures Framework9＞」として提示した（図 1）。

図 1 Organizational Failures Framework 

雰囲気

限定合理性 不確実性・複雑性

機会主義

＼＼＼色／／／／

／ノ情報の偏在~
少数性

（出所） Williamson (1975）をもとに筆者作成川

Organizational Failures Frameworkでは，限定された合理性が「不確実性・複雑性Jという環境

要因と結びつくとき，また，機会主義が「少数性」という環境要因と結びつくときに，取引費用が発

生することを示している。さらに，派生的な条件として「情報の偏在」という環境要因を，人間の態

度に関する相互作用を枠組みに導入するために「雰囲気Jという環境要因を挙げている。以下では，

それぞれの環境要因についてみる。

不確実性と複雑性

Williamson (1975）は人間の限定された合理性を仮定として導入した。ただし， Williamson(1975) 

は，人間に限定された合理性が存在するということだけでは，市場で取引することが困難になること

にはつながらないとした。なぜなら，単純で明確な取引であれば，合理性が限定されていても市場で

9) Organizational Failures Frameworkは，日本語では「組織の失敗の枠組みjと訳されるのが通常である。しかし，

この枠組みは，組織の失敗を示す枠組みではなしむしろ市場での取引に比べて組織での取引が優位になることを示す

枠組みである。このことから，本稿では英語のまま使用する。

10) Williamson (1975）では，限定された合理性から情報の偏在への矢印が無いが，考察のなかでは言及されているた

め，追加した。なお，矢印は結びつきの方向を示している。
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容易に交渉・契約が可能であるからである。

Williamson (1975）は，「合理性の諸限界が興味をひくのは，この合理性の諸限界が到達される程度

においてーすなわち，不確実性および・あるいは複雑性の条件のもとにおいて である（邦訳p.38）」

とした。つまり，事前に明確な行動の組み合わせについて記述することが不可能なような不確実性・

複雑性が存在する場合に，市場での取引が困難になるということである。

このように高い不確実性・複雑性が存在する場合，市場での取引が困難となるために，組織の存在

意義が明確になる。 Williamson(1975）は，組織が「適応的で逐次的な決定プロセス（邦訳p.42）」で

あるため，「限定された合理性を非常に節約する（邦訳p.42)Jとした。組織内部での取引の場合，事前

にさまざまな行動の組み合わせを記述し，価格を設定する必要が無く，「事象がしだいに展開していく

ことが許される（邦訳p.42）」のである。

また， Williamson(1975）は，組織における取引では，取引に関するさまざまな事象を効率的に要

約できるような特異なコード（体系だった符号・記号）が発展しやすく，限定された合理性を節約で

きるとした。さらに，組織における取引では，取引参加者聞において，変動する市場の状況などに対

する期待が似たものに収束してくるため，取引の決定に関して生じる不確実性が緩和されるとした。

少数’性

限定された合理性が，それのみをもって市場での取引の困難性を意味するのではないのと同様に，

機会主義も，特定の環境要因と結びつくときに市場での取引を困難にする。機会主義と結びつく環境

要因は，取引の候補となる相手が少ないという，「少数性」である。

Williamson (1975）は，少数性という環境要因が存在しなければ，多数の取引相手の間で競争が起

こり，競争の結果，機会主義的行動が意味を持たなくなるとした。なぜなら，機会主義的行動により

利益を得ょうとする人聞がいる場合でも，同じように取引を望む多くのその他の人聞が提示する取引

契約との比較が可能であり，機会主義的行動をとった人間の提示した取引条件が相手にとって不利な

条件であることがあきらかになるからである。

一方で、，少数性が存在する場合， Williamson(1975）はその最も極端な場合として双方独占の取引

を挙げているが，この場合は，それぞれの人聞が自身に有利な取引契約を結ぼうと機会主義的行動を

とることになる。したがって，少数性が存在する場合，お互いが機会主義的行動をとろうとするため

に，市場取引に困難性が生じる。ここに，組織の存在意義が見出される。

ただしWilliamson(1975）は，少数性について注意すべき点として，少数性には，事前的な少数性

と，事後的な少数性があるという点を挙げている。事前的な少数性とは，まさに取引をおこなう時点

ですでに取引の財を少数の人間しか有していない状況である。これに対し，事後的な少数性とは，最

初に取引をおこなう時点では多数の人間における取引が可能な条件が成立していても，経験を通じて

取得した情報などによる「先発者の優位性」が生じるために，事後的には少数の人間の聞の取引に変

わってしまうという状況である。 Williamson(1975）がとくに重要視しているのは，事後的な少数性

である。
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情報の偏在，雰囲気

環境要因としての不確実性・複雑性と少数性は，それぞれ人間の限定された合理性と機会主義とい

う要因に結びつくことで，取引費用が大きくなる要因となった。さらに，これらの環境要因，人間の

仮定と関連して取引費用に影響を与える派生的な要因として，情報の偏在が挙げられている。情報の

偏在は，とくに不確実性と機会主義から生じ，また，限定された合理性とも関係している要因である。

情報の偏在とは，経済学をはじめとして一般的に認識されている「情報の非対称性」に近い概念で

ある。しかし，情報の偏在は，情報の非対称性と同義の概念ではなく，より広い概念であるといえるo

Williamson (1975）は，情報の偏在として捉えるべき理由として，つぎの点を挙げている。

第 1の点、は，情報の偏在の問題は情報の非対称性自体にあるのではなく，情報の対等性を獲得する

ために大きな費用がかかるという点である。情報の対等性を獲得するために大きな費用がかかる場合，

取引参加者が機会主義的行動をとることにより，十分な情報にもとづいた，自身に不利とならない取

引を市場で成立させることが困難となる。

第 2の点は，情報の偏在の問題は，当然，最初から情報格差がある場合には生じやすい問題である

が，たとえ取引参加者が同一の情報を有している場合でも生じうる問題であるという点である。さら

に，これら取引参加者における情報の分布は，少数主体聞の取引において，つまり，少数性の条件が

成立する場合に，とくに重要な問題となる。仮に，取引参加者が同一の情報を有していたとしても，

限定された合理性のためにその情報がどの程度正確で、十分かを把握するのは困難であり，取引相手が

機会主義的行動をとってきた場合には，それを見分ける費用がさらにかかるからである。

以上のように，情報の偏在は情報の非対称性よりも広い概念であり，この情報の偏在が存在すると，

取引費用が大きくなるため，ここに，組織の存在意義が見出される。

最後に，取引に関わる背景的な要因として，雰囲気が挙げられている。雰囲気とは，取引参加者が

非金銭的満足のために金銭的利益を犠牲にする場合があることを示す要因である。取引参加者は，特

定の取引の形態・プロセス自体に価値を見出し，そこから非金銭的な満足を得る可能性があることを

Williamson (1975）は指摘している。

3.3. 取引費用と組織化の費用

以上では， Williamson(1975）が示した取引費用が発生する基本的な枠組みを示した。 Williamson

(1975）は，取引費用が発生する枠組みを示すことで，市場での取引には市場という資源配分メカニ

ズムを利用するための費用がかかることを詳細に論じた。ただし，このとき，市場の対極にある組織

もまた，ひとつの資源配分メカニズムであるということに注意しなければならない。

資源配分メカニズムとしての市場の対極に位置するものが，まったく市場を介さない資源配分メカ

ニズ、ム，すなわち組織である。 Williamson(1975）が論じたように，各主体は取引をおこなうとき，

資源配分メカニズムとしての市場を利用する費用を考えなげればならない。しかし，これは同時に，

組織内の資源配分メカニズムを利用する費用（組織化の費用）も考えなければならないことを提起す

ることでもある。つまり，取引費用理論に従って取引を検討するということは，生産費用に加え資源
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配分メカニズ、ムを利用するためにかかる総費用を考えるということを意味する（菊津2006) （図 2）。

取引費用理論は，資源配分メカニズムを利用するのには費用がかかるということを示している。こ

の資源配分メカニズムには，市場だげではなく組織もある。したがって，取引費用理論は「市場か組

織かjを選択する基準を提示した理論であるといえる。

費
用

取引費用

3.4. 取引費用の決定要因

取引費用の大きさ

図2 資源配分メカニズムを利用するための費用

＼、＼ 総費用曲線

、

市場

、、 ／／＼ 
’ 組織化の費用

組織

出所：篠崎（2003），菊津（2006）をもとに筆者作成

ここまで， Williamson(1975）による取引費用が生じる枠組みを示した。そこでは，取引費用とい

う新たな費用概念が提出された。しかし，実際に取引費用がどのような状況のもとでどれほどの大き

さになるか，といったことについては詳細には論じられなかった。では，この取引費用の大きさはい

かにして決定されるのであろうか。 Williamson(1979及び1989）は，取引費用という概念が提示され

たことを受け，取引費用の大きさを決定する要因について考察した。そして，取引費用の大きさを決

定する要因として，資産特殊性，不確実性，取引の頻度の 3点を挙げた1九本節では，これらの要因に

ついてみる。

資産特殊’性

資産特殊性とは，取引に際し取引当事者たちがおこなわなければならない投資において，他の取引

に転用できない特殊な資産が生じている程度を示している（Milgromand Roberts1992，丹沢2000）。

取引当事者がおこなった投資の資産特殊性が大きい場合，特定の取引相手以外への転用が困難になる。

したがって，取引相手の機会主義的な行動を考慮しなければならないため，取引費用は大きくなる。

さらに， Williamson(1989）は，資産特殊性を立地資産，物的資産，人的資産，特定の顧客のため

の捧げられた資産，ブランド名資産の特殊性という 5種類に分類している。

11）このなかで，とくに資産特殊性が重視されている（明石 1993）。
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立地資産の特殊性とは，ある工場に近接して立地することなどによる特殊性である。ある工場に近

接して立地するための投資は，その工場以外に転用することが困難となる。

物的資産の特殊性とは，ある部品を製造するための特殊な鋳型のような投資の特殊性である。この

場合，特殊な鋳型は特定の部品の製造以外には転用が困難となる。

人的資産の特殊性は，経験や学習によって生じる。特定の業務を経験し，学習して得たノウハウは，

その業務以外へ活用することが難しい場合がある。この場合，ノウハウを持った技術者等の人的資産

は転用が困難となる。

特定の顧客のための捧げられた資産の特殊性とは，転用可能な設備であるものの，特定の相手の要

請でなされた投資のことであり，分割不可能であったり投資したものを処分する際に損失が生じたり

する投資を意味する。

ブランド名資産の特殊性とは，評判や信用といった資産である。これは他者と取引できる性質の資

産ではなく，あきらかに転用が困難である。

不確実性

不確実性とは，限定された合理性のために，企業が取引をおこなう財についての将来の需要や，取

引相手についての情報を完全に把握することができない程度のことである。不確実性が大きい場合，

将来の市場に関するあらゆる状況や取引相手の機会主義的行動の可能性を考慮した取引の契約を事前

に締結するには非常に大きな取引費用が発生するため，市場での取引が困難になる。

この不確実性については， Williamson(1975）が提示したOrganizationalFailures Frameworkの

なかで環境要因のひとつとして示された，不確実性・複雑性の概念が援用されている。

取引の頻度

取引の頻度とは，特定の相手と取引をおこなう頻度のことである。ある相手との取引が 1回限り，

あるいは非常に頻度が低い場合，相手はその取引でできる限り利益を得ょうとすることから機会主義

的行動を取る可能性が高くなる。また，相手についての知識が十分でない場合は，さらに可能性は高

まる。

逆に，特定の相手と頻繁に取引をおこなう場合，取引を繰り返すにつれて相手についての知識が得

られ，相手の機会主義的行動を抑えることができる 1九

12）菊津（2006）は，相手についての知識が得られないまま取引の頻度が高まると，逆に相手の機会主義的行動の可能性

が高まることを指摘している。
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4.取引費用理論にもとづく提携の説明

4.1. 提携＝中間組織の導入

二者択一理論からの発展

前節では，取引費用の大きさを決定する要因として資産特殊性，不確実性，取引の頻度を挙げた。

このなかでは，取引に必要な投資の資産特殊性が高く，取引に際し不確実性が大きく，取引の頻度が

低い相手との取引の場合，取引費用が大きくなるということが示された。取引費用が大きいというこ

とは，市場での取引が困難であることを意味する。

ここで，重要な問題は，取引費用が大きく市場での取引が困難な場合は，「すべて」組織内で取引を

完結することが取引費用を小さくする最適な手段か，ということである。 Coase(1937）にはじまり

Williamson (1975）によって精激化された取引費用理論は，企業が取引をおこなうとき「市場か組織

かJを選択する基準を提示した。この段階における取引費用理論は，市場と組織の二者択一の理論で

ある。しかし，現実には，提携のように，完全な市場でも完全な組織でもない，中間的な形態が存在

する。そこで，本節では，取引費用理論がこの中間的形態を「中間組織Jとして捉え，理論的説明を

展開した研究について整理し，考察する。

Williamson (1996）のモデル

取引費用理論を中間組織に展開させる研究として， Williamson自身の発展的な考察がある。 Wil-

Hamson (1996）は，取引費用の大きさを決定する要因のなかで，資産特殊性に注目し，市場，組織に

加えて中間組織についても言及している。

Williamson (1996）は，資産特殊性が高くなるにつれ取引費用が小さくなる取引形態は市場，中間

組織，組織へと変化していくことを示した。図 3は，資産特殊性の程度と取引費用の関係を示したも

のである。ここで，資産特殊性がa以下である場合は市場が， aから bの間であれば中間組織が， b

以上であれば組織が，取引費用が最も小さくなる取引形態であることを示している。

今井・伊丹・小池 (1982), Imai and ltami (1984）のモデル

日本においても，取引費用理論を基盤にした中間組織の説明が展開されている。今井らは，取引を

参加者の決定原理と参加者のメンバーシップという 2点から分析し，市場，中間組織，組織を特徴づ

けた（今井・伊丹・小池 1982,Imai and Itami 1984）。

参加者の決定原理は，具体的には，市場における取引の場合は，参加者が価格やそれに準じたシグ

ナルを情報媒介とし効用最大化を原理とした自由な交換をおこなうという特徴をもっ原理となる。そ

して，組織における取引の場合は，参加者が権限による命令に従うという特徴をもっ原理となる。

参加者のメンバーシップは，具体的には，市場における取引の場合は，自由な参入，退出という特

徴をもっメンバーシップとなる。そして，組織における取引の場合は固定的，継続的関係という特徴
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図3 資産特殊性と組織形態の関係

取
引
費
用

市場取引 中間組織

資産特殊性

b 

出所： Williamson(1996）をもとに筆者作成

をもっメンバーシップとなる。

今井らは，この参加者の決定原理とメンバーシップがどちらも市場の特徴をもつものが純粋市場で

あるとした。反対に，決定原理とメンバーシップがどちらも組織の特徴をもつものが純粋組織である

とした。そして，現実には決定原理とメンバーシップが純粋な市場，あるいは純粋な組織の特徴を持つ

てない状況が多く存在するとし，これを中間組織とした。

図4において①，②はそれぞれ決定原理とメンバーシツプを示す。 M1,M2は市場（Market）の特

徴をもっていることを示しており， 01,02は組織（Organization）の特徴をもっていることを示して

いる。ここでは，原理，メンバーシップのいずれかが市場と組織の中間的な特徴をもった領域にある

状況が中間組織とされている。

図4 決定原理とメンバーシップによる中間組織の位置づけ

，沢 M2 M2+02 02 

ー
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出所：今井・伊丹・小池（1982)

残された問題点

以上に示したとおり，取引費用理論は，「市場か組織か」という二者択一の説明から，現実に存在す
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る提携などの中間組織を説明する理論へと展開されてきた。中間組織の説明にあたっては， William-

son (1996）は資産特殊性に注目し，今井ら（今井・伊丹・小池 1982,Imai and Itami 1984）は取引

参加者の決定原理とメンバーシップに注目した。これらの研究は，取引費用理論を基盤とした発展的

な考察として，中間組織の説明に貢献してきたといえる。

しかし，これらの研究は中間組織の説明について十分にあきらかにしたとはいえない。具体的には，

「取引費用の発生要因を単一の要因に限定し，市場，中間組織，組織を連続的に位置づけ，説明をお

こなっている」という問題が残されている。

Williamson (1996）は，取引費用概念をさらに詳細に考察し，資産特殊性が最適な取引形態の決定

に重要な影響を与えることを指摘した。ここでは，中間組織は市場と組織の単純な「中間」的位置づ

けとして捉えられている D しかし，中間組織が市場と組織の「中間」であると単純に捉えることに関

しては，以下の点が問題となる。

まず，中間組織が適切な取引形態となるのは資産特殊性が（図 3で示したように）「中程度」である

ときのみであるとすれば，現実の提携をはじめとした中間組織が成功しているかどうかは，慎重に検

証しなければならないという点である。企業は，取引をおこなうとき（自身が考えられる限りにおい

て）最適な形態を選択する。 Williamson(1996）の説明に従えば，企業は，資産特殊性について「（図

3でいえばa' bと比べて）どの程度かJを考えて，どの取引形態にするかを決定するということに

なる。

ところが，取引費用理論が仮定する人間の「限定合理性」に従えば，企業が資産特殊性に関して市

場，中間組織，組織のどれが最適な取引形態であるかを正確に把握することは難しい（限界がある）。

しかし，現実においては，企業は特定の組織形態を決定しなければならない。したがって，この理論

的説明にしたがい，企業が取引形態の決定に関する判断を誤っている可能性を検証しなければならな

しユ。

さらに，企業が取引形態の決定に関する判断を誤っている可能性を検証するとしても，資産特殊性

による客観的な計測の可能性について問題がある。これは，とくに中間組織という取引形態を選択し

た場合の妥当性を検証する場合に問題となる。 Williamson(1996）の理論的説明では，中間組織が最

適な取引形態かどうかは資産特殊性が「（大きくも小さくもなく）中程度か」ということにかかってい

る。しかし，資産特殊性は質的性質であり，その程度を正確に把握することはできない。したがって，

資産特殊性を客観的に計測し分析することは困難である。

また，提携をはじめとした中間組織を理論的に説明するにあたり，資産特殊性だけではない取引形

態の選択基準を用いた説明を試みなければならないという問題もある。前述した検証に対する実際上

の困難性もあり，資産特殊性のみによって中間組織を説明する理論は十分に検証されてはいないD 理

論が妥当であると検証されていない以上，検証方法を探ると同時に，理論的に資産特殊性以外の要素

を含めた説明を試みることも重要である。

実際，現実に起こっている提携を見る限り，企業が提携という中間組織の取引形態を選択したとい

う判断を，資産特殊性のみから説明するには限界があると考えられる。近年，提携は企業にとって重

要な戦略となり，活発におこなわれるようになっている（公正取引委員会2002，石井2003，高口2008）。
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取引形態の選択基準が資産特殊性にのみ関わっているのならば，近年の提携の活発化に対する説明は

「近年行われている取引は，資産特殊性が中程度の割合が高まっているJということになる。産業構

造や技術の変化によりどの程度そのような傾向になっているかは検証すべきであるが，取引の資産特

殊性が中程度に集中しているという説明は現実的に妥当ではない。このことからも，「なぜ企業が（市

場でも組織でもなく）提携を選択するのか」ということについて資産特殊性以外の要素を含めた検討

が必要である。

以上の問題は，検証の必要性に対するその困難性の問題にしても，説明の妥当性にしても，「取引費

用の発生要因を単一の要因に限定し，市場，中間組織，組織を連続的に位置づけ，説明をおこなって

いる」ということから生じている。よって，取引の形態に関する説明をより多面的におこなう必要が

ある。

ここまで， Williamson(1996）をもとに問題点を導出したが，これらの問題は，今井らの研究によっ

ても解決されたとはいえない。今井らは，決定原理とメンバーシップの 2点、から取引形態を考察して

いる。しかし，決定原理が市場的特徴をもちメンバーシップが組織的な特徴をもっということ（また

その逆）は原理的にありえないことが示されている（Imaiand Itami 1984，篠崎 2003）。したがって，

実際には，今井らの研究は取引形態を（図4に従えば）対角線上で考察していることになる。これは

Williamson (1996）が資産特殊性で考察したのと同様に，「なぜ企業が（市場でも組織でもなく）提携

を選択するのか」ということについて明確な説明が困難であることを示している。

先行研究における発展的考察①

Williamson (1996）の資産特殊性のみによる考察は，前述のとおり十分とはいえない。ただし，

Williamson (1996）では，資産特殊性の程度による最適な取引形態の分析に加え，これに不確実性の

視点、を加えることにより，さらに発展的な考察もおこなっている。図 5は，資産特殊性に不確実性の

程度を加え，最適な取引形態の変化を示したものである。これによれば，提携（中間組織）は資産特

殊性が中程度であるだけでなく，取引に関する不確実性が低いときに最適な取引形態となる。この考

察から，提携は不確実性が高くなるほど取引形態として適切でなくなるという，市場と組織とは異なっ

た特徴をもつものとして捉えることができる。

先行研究における発展的考察②

Aubert, Rivard, and Party (1996）は，資産特殊性，不確実性に，取引の頻度を加えた 3種の要因

による考察をおこなっている。

Aubert, Rivard, and Party (1996）はまず，資産特殊性が低い場合は他の要因に関係なく市場取引

が適しているとした。そのうえで，資産特殊性が高い場合は，不確実性が低ければ長期的な完備契約

(complete contract, long-term）が適しているとした。また，資産特殊性が高く不確実性も高い場合

は，そこに取引の頻度を要因として加え，取引の頻度が低い場合は関係的組織管理（relationalgovern-

ance），高い場合は内部組織管理（internalgovernance）が適しているとした（図 6）。

Aubert, Rivard, and Party (1996）では前述までの研究と取引形態の捉え方，表現が異なっている
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図5 不確実性，資産特殊性と最適な取引形態
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不
確
実
性

資産特殊性

出所： Williamson(1996）をもとに筆者作成

が，関係的組織管理を提携として捉えれば，提携を特徴付けるものは不確実性の高さ，資産特殊性の

高さに加え，取引の頻度の低さであるということができる。

図6 資産特殊性，不確実性，取引の頻度と取引形態

資産特殊性

イ底 高

不確実性と
イ底 完備契約（長期的）

市場取引
腐係的組織管理＼内部組織管理測定困難性 高

時々 頻繁

取引の頻度

出所： Aubert,Rivard, and Party (1996）をもとに筆者作成

4.2. 不確実性についての考察

取引費用理論の精織化

以上では，取引費用理論をもとに中間組織として提携を説明する場合，取引費用を単一の要因から

説明するために市場や組織と明確に区別した説明がおこなえない問題が生じることについて述べた。

また，その一方で、，より多面的に取引費用の要因をみることで，中間組織の説明を明確におこなうこ

とを試みている研究もあることを示した。ここでは，不確実性について詳細に考察し，不確実性に関

してさらに細分化した枠組みを提示することで提携の新たな説明可能性を検討，提示する。不確実性

について細分化した枠組みを提示することで，提携を，市場と組織の単純な「中間J的存在としてで

はなく，市場とも組織とも異なった特徴をもっ存在として捉えることができる可能性がある。さらに，

不確実性を細分化することで，経済学において議論されている「情報の非対称性」と取引費用理論に
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おける「不確実性J，「情報の偏在」との関係性がより明確になる。

取引費用理論の基本的枠組みにおいて示したように， Williamson(1975）以来，不確実性は常に取

引費用理論における重要な概念として提示されてきた。しかしながら，不確実性の内容について細分

化・系統化して考察をおこなった研究は少ない。その理由のひとつとして，取引費用理論の精激化の

対象が資産特殊性に集中した点が挙げられる。

資産特殊性は， Williamson(1989）等により，取引費用の大きさを決定する要因として提示された。

そして，具体的には，この資産特殊性はさらに立地資産・物的資産・捧げられた資産・人的資産・ブ

ランド名資本のそれぞれ特殊性に細分化され，考察が進められた。

不確実性は， Williamson(1975）においてすでにOrganizationalFailures Frameworkのなかで提

示され， Williamson(1989）においても取引費用の大きさを決定する要因として取り上げられている。

一方で，取引費用理論において，不確実性の内容については資産特殊性ほど研究が進んではいない。

また， OrganizationalFailures Frameworkにおいて提示された「情報の偏在」はWilliamson(1989) 

では明示されていないが，不確実性と深く関わっているものと考えられる。不確実性の内容について

の検討とともに，不確実性と情報の偏在の関連についても明確にする必要がある。

不確実性概念の再検討

不確実J｜主について詳細に検討するために，再度，先行研究における不確実性についての認識を整理

しておく。 Williamson(1975）では，不確実性は，複雑性と一括して述べられている。そして，不確

実性・複雑性を「環境の条件（邦訳p.38）」としている。この環境要因に関する複雑性の程度が高いと，

条件っき請求権の契約を締結するための「完全なデシジョン・ツリー（邦訳p.38）」を記述することが

できないという意味で，不確実性が存在するとしている。このWilliamson(1975）の考察からは，

Williamsonは不確実d｜生および複雑性を，環境に関する不確実性とみていると捉えることができる。

不確実性を環境に関する不確実性とする捉え方は，取引費用理論について整理・検討している他の

研究においても確認される。井上（1994）は，不確実性の具体的内容として，商品価格・需要量，気

候・人口の変化，科学技術の変化，価値観の変化などを挙げている 1九

また， Williamson(1975）のOrganizationalFailures Frameworkでは，不確実性・複雑性から派

生する取引費用を発生させる要因として，「情報の偏在」を挙げている。この情報の偏在について注意

すべき点は，偏在している情報は不確実性・複雑性についての説明で言及された環境に関する情報だ

けでなく，むしろ，取引相手との関係において扱われる情報を示しているという点である。 Organ-

izational Failures Frameworkの説明において示されたように，情報の偏在の問題は，取引相手が自

身の情報をもとにいかなる主張をするのかについて，確実に把握できない点にある。この意味におい

て，情報の偏在は「取引相手の行動に関する不確実性Jとも捉えることができる。

13）井上（1994）は不確実性について，経済モデルにおける内生変数に関わる不確実性（商品価格・需要量など）と，外

生変数に関わる不確実性（気候・人口の変化，科学技術の変化，価値観の変化など）に分類することを試みている。同

時に， Williamsonがこうした分類をせず一括して不確実性として扱っている点について言及している。この，不確実

性をさらに分類しようとする問題意識は本稿も共有している。ただし，本稿では井上（1994）とは異なった分類を試み
る。
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情報の偏在に関しては， Williamson(1989）においては，取引費用の決定要因としては挙げられて

いなしユ。しかし，これは挙げられていないというよりも，むしろ，不確実性のなかに概念的に包含さ

れたとみることができる。実際， Williamson(1989）は不確実性の説明において，取引当事者が戦略

的な情報隠し・偽装・情報の歪曲といった行動をとることは避けられず，行動上の不確実d性について

認識することが重要であるとしている。この不確実性は，まさにWilliamson(1975）において取引相

手の行動に関する不確実性として捉えられた情報の偏在にほかならない。

この，不確実性を取引相手の行動に関する不確実性とみる見方は，他の研究においてもみられる。

菊津（2006）は，不確実性についてWilliamson(1989）の枠組みに従い，「取引相手の情報がほとんど

得られないような不確実で錯綜した取引では，取引当事者はともに限定合理的であり，相互に機会主

義的にだましあいをする可能性がある（p.21）」としている。

以上，不確実J性について詳細に検討すると，不確実性は「環境に関する不確実性」と「取引相手の

行動に関する不確実性」の 2種類に分類できることがあきらかとなる。以下では，この 2分類にもと

づき考察をおこなう。

産業組織論における「情報の非対称性」

以上では，取引費用理論における不確実性を「環境に関する不確実性」と「取引相手の行動に関す

る不確実性」の 2種類に分類した。そこで，はじめに「取引相手の行動に関する不確実性Jについて，

産業組織論等で議論される「情報の非対称性」との関連性を検討する。

丸山（2005）によると，自分が所有している，他の主体の持っていない情報のことを，私的情報と

いう。そして，それぞ、れの主体が私的’情報を持っている状況，つまりそれぞれの主体が異なった情報

条件に置かれている状況を，不均衡な情報という。この不均衡な情報のもとで，特定の事象について

ある主体が他の主体よりも多く情報を持っている程度が，「情報の非対称性jである。さらに，情報の

非対称性は，それぞれの主体が他の主体の知らない知識を持っている場合の「隠れた知識Jと，それ

ぞれの主体が他の主体の行動を観察できない場合の「隠れた行動」に分げられるとしている。

産業組織論においては，情報の非対称性が存在するときは市場が成立しない可能性があり，効率性

を損なうという観点から議論が進められる。情報の非対称性のなかで，隠れた知識によりヲ｜き起こさ

れる問題は逆選択，隠れた行動によりヲ｜き起こされる問題はモラルハザードと呼ばれる。

逆選択の問題については，保険や中古車市場の例が頻繁に用いられている川。保険や中古車市場で

は，保険の売り手側および中古車の買い手側は，相手に関する知識（保険の加入者，中古車の質）を

持っていなし：－.o この状況において，価格（保険料，中古車価格）を一律に設定された市場では，相手

（保険加入者，販売される中古車）が質の悪い（リスクが高い保険加入者，不良品の中古車）に偏っ

てしまう。結果として，保険の売り手側および中古車の買い手側は採算が合わなくなり，最終的には

市場が成立しなくなる。

一方で，モラルハザードとは，隠れた行動のために他者が取引する財の品質を偽ったりするなどの，

14）丸山（2005），長岡・平尾（1998），小田切（2000）など。以下の説明はこれらの文献を参考にした。なお，多くの文

献で用いられる中古車市場（レモンの市場）の例は， Akerlof(1970）がもとになっている。
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他者の利益を犠牲にして自己の利益を追求しようとする行動のことである。相手の行動に関する情報

が無いために，このような行動が成立する。

逆選択にせよ，モラルハザードにせよ，産業組織論の観点からは社会的な効率性を損なうことから

問題にされてきたが，これらの問題はまさにWilliamsonが示した不確実性の一部であり，本稿で「取

引相手の行動に関する不確実性Jと定義した不確実性にほかならない。逆選択の問題により市場が成

立しなくなるというのは，取引費用理論の文脈で言えば，隠れた知識が存在するなかで市場取引をお

こなおうとすれば非常に大きな費用がかかる，ということになる。また，モラルハザードが他者の利

益を犠牲にして自己の利益を追求しようとする行動であるというのは，取引費用理論における機会主

義の行動仮定から導かれるものである。

実際に， Milgromand Roberts (1992）は，産業組織論における「情報の非対称性」を取引費用理

論との関連で論じている。 Milgromand Roberts (1992）は，逆選択の問題を「契約前の機会主義（邦

訳p.161)Jの問題，モラルハザードの問題を「契約後の機会主義（邦訳p.181）」の問題としている。ま

た，産業組織論においては，逆選択やモラルハザードの問題を解決するために，適切なインセンティ

ブの設計などが有効であることが論じられており， Milgromand Roberts (1992）においても検討さ

れている。一方で， Milgromand Roberts (1992）は，適切なインセンティブを設計するためには，

交渉費用としての取引費用がかかることを指摘している。

不確実性の分類と取引形態

単一の概念としての不確実性が高い場合，市場での取引には大きな取引費用がかかるということは，

Williamson (1975）以来，示されてきた認識である。ただし，前述のように，市場での取引に代わる

ものとしては，組織内での取引だけでなく，提携による取引がある。ここでは，前述した不確実性の

2分類を用いて，取引費用を小さくするために，提携が選択される場合と組織が選択される場合を明

確に区別することを試みる。

ここまで， Williamsonが提示した不確実性の概念は 2種類の不確実性に分類できることを示した。

それは，ひとつは「環境に関する不確実性」であり，もうひとつは「取引相手の行動に関する不確実

性」であった。このうち，「取引相手の行動に関する不確実性Jは，「情報の非対称性」に接近した概

念として捉えることができることを示した。

ここで，「取引相手の行動に関する不確実性」を「情報の非対称性jとして捉えた場合，逆選択やモ

ラルハザードの問題は，市場の不成立と同時に，提携の困難性も示しているとみることができる口な

ぜなら，提携も取引相手が組織外に存在するという点では市場と同様であり，逆選択やモラルハザー

ドの問題が存在するからである。したがって，取引相手の行動に関する不確実性が高い場合には，組

織内での取引が選択されると考えることができる。

一方で，「環境に関する不確実性」は，商品価格・需要量，気候・人口の変化，科学技術の変化，価

値観の変化などを予測することが困難である程度を示している。したがって，環境に関する不確実性

が高い場合は，取引相手の行動に関する不確実性が高い場合と同様，市場での取引は困難である。さ

らに，環境に関する不確実性が高い場合は，同時に組織内での取引も困難であると考えられる。なぜ
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なら，取引費用を大きくする原因が将来的な需要量，技術，社会の価値観等の変化にある以上，組織

内で取引をおこなったとしても，これらについてより詳細な情報が容易に入手できるわけではないか

らである。

したがって，環境に関する不確実性は高いものの，取引相手についての不確実性が高くないのであ

れば，提携が選択されると考えることができる。提携を選択することは，環境についての情報を容易

に入手できるわけではないのは組織と同様である。しかし，取引の相手を外部に求めることでリスク

をすべて自身で抱える必要がなくなり， Simonand March (1958）が示した，選択の結果についての

確率分布の知識を持っているリスクの理論における取引費用の「期待値Jを低下させうる可能性があ

るからである。

以上の考察の結論として，本稿は取引形態の選択基準について，つぎの基準を仮説として提示する。

「企業が取引に関して不確実性に直面している場合，その不確実性のなかでも取引相手の行動に関す

る不確実性が相対的に小さいときに，提携が選択されるJ（図 7）。

5.提携の評価基準

提携の「要因」と「成果」

図7 不確実性の分類による取引形態の選択基準

取引相手の行動に
関する不確実性 取引費用が

大きい

環境に関する
不確実性

出所：筆者作成

前節までは，取引費用理論によって提携を中間組織として説明することを検討してきた。ただし，

前節まででなされた検討は，あくまで理論的・概念的検討にすぎない。したがって，この理論的・概

念的検討が妥当性を有するか否かは，現実の企業行動をもとに検証されなければならない。そうであ

るならば，理論的・概念的な提携の説明を提示することのみをもって取引費用理論の検討とすること

は不十分で、あり，理論的・概念的検討を検証する方法についても検討する必要がある。そこで本節で

は，取引費用理論における提携の説明に関する妥当性を，いかに検証すべきかを検討する。

取引費用理論における提携の説明に関する妥当性を検証するとき，具体的に理論をどういった方向

から検証するかによって，方法は異なる。取引費用理論は「企業がどういう状況のときにどのような
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取引形態を選択するかJを説明する理論であることから，検証する内容としては，提携という取引形

態を引き起こす「要因Jと，企業が提携という取引形態を選択した結果としての「成果」の大きく 2

点に分けられる。

提携という取引形態を引き起こす「要因」とは，企業がいかなる状況のもとで提携という取引形態

を選択するのか，ということである。したがって，「要因Jに関して取引費用理論の妥当性を検証する

ためには，取引費用理論から論理的に導かれる提携の選択要因と実際の企業行動の関連をみる必要が

あるo 前述のとおり，取引費用の決定要因である，資産特殊性，不確実性，取引の頻度についてあき

らかにし，それらの要因と企業の提携という行動が取引費用理論の枠組みのとおりに関連しているか

を検証することが求められる。

一方で，取引費用理論にもとづいた，提携という取引形態の選択に関する「成果Jを検証すること

については，より詳細に検討しなければならない。なぜなら，成果について検証するためには，検証

の前提として「成果とは何かjをあきらかにする必要があるからである。そこで，以下では「成果」

について検証することについて検討を加える。

企業の目的と成果指標

取引形態の選択に関する成果とは何か，さらに，提携という取引形態の選択に関する成果はどのよ

うな指標に現れるかをあきらかにするためには，取引費用理論が前提とする企業の目的と，取引費用

そのものについて検討する必要がある。

はじめに，取引費用理論が前提とする企業の目的について検討する。企業の目的についてはBaumol

(1959）による売上高最大化， Marris(1964）による成長最大化など，さまざまな目的が提示されて

いる。しかしながら，取引費用理論は，新古典派経済学の応用に位置づけられる理論である。新古典

派経済学の想定する経済人の仮定を緩めることで企業の存在理由をあきらかにする理論であるとはい

え，出発点は新古典派経済学である。したがって，取引費用理論が前提とする企業の目的は，利潤最

大化と捉えるのが妥当で、あるといえる。

利潤最大化が企業の目的であるとする以上，取引費用理論からみた提携は利潤に貢献しなければな

らない。では，提携の成果を検証する場合，指標として利益（営業利益，経常利益）を用いるのみで

十分であろうか。この点に関して重要なことは，利益は取引形態によってのみ規定されるものではな

いということである。また，提携が利益に直接的に貢献しているのか，間接的に貢献しているのかに

ついての区別も重要である。例えば，新古典派経済学の理論に従えば，企業は競争的な状況よりも寡

占的・独占的な状況にあるほうが大きな利潤を得られる。提携と企業利潤に何らかの関連が見られる

場合，利益指標をみるのみでは，提携が取引費用を抑制したことによる利潤なのか，提携により企業

がおかれている状況が変化し，その変化が利潤を導いたのかの区別が困難で、ある。

さらに，取引費用理論においては利潤で評価するうえでの問題点も指摘されている。万仲（1990)

は，取引費用理論はあくまで費用節約に注目しており，取引から獲得される予想収益や，どのような

事業分野で活動するかという戦略的決定の問題が扱われていないと指摘している。取引費用理論は「当

該取ヲ｜」に注目した理論であり，この意味からも企業の利潤，とくに長期的利潤で評価することは図
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難である。

また，費用関数などの新古典派経済学的な費用概念で評価することも困難で、ある。取引費用は実際

に計測されることはなく，財務指標などに明示される費用ではない（宮本1987)0また， Milgromand 

Roberts (1992）も，生産費用と取引費用を明確に分離することは難しいことを指摘している。

提携の成果としての生産性

以上では，取引費用理論にもとづく提携の成果を単純な利益指標，あるいは費用関数といった新古

典派経済学に従った費用概念で捉えることは困難であることを示した。そこで，企業が提携によって

取引をおこなうと考えられる財に着目することで，提携の成果として妥当な捉え方，成果指標を提示

することを試みる。

取引費用理論にもとづけば，企業が提携という取引形態を選択するということは，そこで取引され

る財は市場では「取引費用が大きいJ財，すなわち，資産特殊性が高く，不確実性が高い財であると

いうことになる 1九具体的には，特定の場所（取引相手に隣接した場所）に立地した工場，ある部品を

製造するためだけの設備，特殊なノウハウをもった人材，評判・名声，などである。これらは，現実

の共同研究開発，共同生産で取引される財を考えても適合的である。

これらの，提携によって取引がおこなわれる財についてみた場合，取引がおこなわれた結果として

共通して評価できる基準として，本稿では「資本，労働，原材料といった生産要素を画一的に扱った

場合の，これらの投入では説明できない生産への貢献」を提示する 16）。ノウハウをもった人材であれば，

それは単純に「労働者」の投入だげでなく，技術進歩としての貢献があるだろう。特定の場所への立

地，特殊な設備であれば，単純に「資本」の投入だけでなく，材料や労働者の移動効率性や特定製品

の生産に貢献するだろう。近接した立地が密接なコミュニケーションを生み，それが士気を高め生産

へ貢献することも考えられる。また，評判・名声の貢献が生産要素の投入では説明できないことはあ

きらかである。

当然，人材，特定の立地，名声等を細分化して，各貢献を異なる指標で評価できれば，さらに詳細

な分析ができる。しかし，現実の共同研究開発，共同生産ではこれらが複合されたものである。また，

例えば，「共同生産のうち何ノf一セントがノウハウの取号｜か」といったことを把握することは不可能で、

ある。したがって，これらの貢献を総合的に生産の貢献とすることは，実際の分析上，妥当であると

考える。

以上の考察の結論として，提携の成果は，画一的に捉えた各生産要素の投入では説明できない生産

への貢献としてあらわれることが導かれる。したがって，本稿ですすめてきた取引費用理論にもとづ

15）市場で取引が困難である場合，当然，提携だけでなく「組織jを選択することが考えられる。ここでは，提携と組織

の違いについては第4節で仮説として示した取引相手の不確実性に帰着するという考えに従って検討を進めている。

財については「市場で取引が困難なものjという性質を共有しているという仮定のもと検討を進める。

16）これは， TFP，ソロー残差として扱われる概念に近い。 TFPは「計測可能な投入要素全体jの生産性指標であり，

ソロー残差は収穫一定，利潤最大化，完全競争の仮定のもと成立する指標である。また，これらは通常成長会計分析で

計測される。ソロー残差とTFPについては現在でも議論がおこなわれており，両者の使用については慎重な検討を要

する。したがって，本稿はより単純な概念の段階であり，両者の使用については言及しない。 TFP，ソロー残差（ま

た両者の混同）に関する議論は中島（2001）参照。
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いた提携の評価を検証するためには，生産への貢献をみることが必要である。

6.おわりに

本稿のまとめ

本稿では，提携に関する諸理論と取引費用理論の関係，取引費用理論のフレームワークと提携の位

置づけ，提携を説明するための発展的解釈，取引費用理論にもとづく提携の評価，について検討をお

こなった。

本稿の検討で示された主要な結論は，つぎのとおりである。

・提携を説明する諸理論のなかで有力な理論は，資源ベース理論と取引費用理論である。このうち，

資源ベース理論は，企業内部を分析対象とする経営学的アプローチによる理論であり，多くの研

究で検討されている。

・取引費用理論は「取ヲ｜」を分析対象とする理論であり，提携を説明する有力な理論であるものの，

経済学的アプローチによる理論であることから，資源ベース理論ほどには検討が進んでいない0

・取引費用理論は，新古典派経済学の仮定する経済人から，より現実に近い人間を仮定するために，

限定された合理性，機会主義といった行動仮定を導入し，「取引費用」という概念を提示した。

・取引費用理論にもとづけば，提携は市場と組織の中間組織として説明される。提携を市場とも組

織とも異なった特徴を持つ取引形態として説明する研究も存在するが，十分にあきらかにしたと

はいえない。

・取引費用理論における不確実性概念を，環境に関する不確実性と取引相手の行動に関する不確実

性に分類することで，提携を，取引相手の行動に関する不確実性が小さいときに選択される取引

形態として特徴付けることができる。

・取引費用理論にもとづく提携の検討について検証をおこなう場合，提携の成果をみる指標として，

生産性への貢献を用いることが適切である。

取引費用理論の限界

最後に，本稿の検討であきらかになった，取引費用理論にもとづく提携の説明に関する限界，また，

本稿の検討であきらかにできなかった，取引費用理論に関する内容について，今後の課題としてまと

める。

はじめに，取引費用理論にもとづく提携の説明に関する限界についてまとめる。取引費用理論にお

けるもっとも重要な問題点は，万仲（1990）が示しているように，取引費用理論が，該当取引の費用

にしか注目していない点である。本稿の検討において，取引費用理論にもとづく提携の成果として，

利益指標ではなく生産への貢献をみることが妥当であるとの結論を得た。この結論が「妥当」である

とすれば，取引費用理論にもとづけば，提携は必ずしも利潤につながらないということになり，利潤

最大化を企業の目的とすることに矛盾する。

これは，基本的な取引費用理論では企業の「将来的な成長」，「長期的な戦略Jといった点について
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説明できない理論であることが原因である。現実の企業は，現時点では損失であっても，将来的には

損失を補って余りあるほどの収穫がある場合，提携をおこなう場合があるだろう。ところが，取引費

用理論は当該取引の費用に注目するという，あくまで短期的な概念にもとづく理論である。したがっ

て，より正確には，利潤最大化の目的と矛盾するというよりは，長期的な企業目的について説明でき

ないということがいえる。

つぎに，取引費用理論に関して本稿で詳細に検討できなかった点についてまとめる。本稿の検討に

おいて詳細に検討できなかった取引費用理論の概念として，取ヲ｜の頻度が挙げられる。取引費用理論

にもとづけば，取引の頻度については機会主義的行動との関連が指摘されているが，それぞれの研究

によって捉え方が異なる。また，取引の頻度が高いということは，長期的な取引を意味する。この点、

は，前述の取引費用理論が長期的な企業目的について説明できないという限界とどのように関連して

いるのか，詳細な検討が必要で、ある。
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